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 ２０２3年1月号「vol.１51」

　2022年の漢字は「戦」でした。ロシアのウクライナ侵攻により「戦争」への恐怖を身近に感じた一年
であり、その影響で物価高騰・円安による生活に身近な「戦」い、サッカーワールドカップでの日本選手
の「熱戦」など「戦」を意識した一年でした。
　世界では今、インターネットなど技術の進化で人々をつなぐ情報化が進む中、一方で急激な国際化への
反動が顕現しています。「まず自国が大切」の考えが「戦い」など多くの衝突を招いている現状があります。
「共存」することで発展してきた人類は今、岐路に立たされているといっていいのではないでしょうか。
この困難を乗り越え、人々に「夢と希望のある社会」を築いていくうえで政治の力は重要だと思います。

２０２２年 2 月号（Vol.１４０）
構想の実現は神奈川県の一体性を失わせる ＝ 特別自治市構想等大都市制度研究会が報告

　日本の地方自治制度は基礎的な地方公共団体である市町村と、これを包括し、広域にわたるもの、市町村間の連絡調
整に関するものなどを担う都道府県の二層制を採用していますが、横浜などの大都市では「二重行政の問題」などへの
対処法として特別自治市構想を掲げ、実現に向けての取り組みを推進しています。そこで神奈川県では「特別自治市構
想は県内の市町村、何よりも県民・市民生活に大きな影響が生じる恐れがあることから、現行の他の大都市制度も踏まえ、
その課題について主に県内の事例を参考に検
討を進める」ことにし、昨年6月8日に「特
別自治市構想等大都市制度に関する研究会」
を設置しましたが、昨年11月26日に同研究会
から県に報告書が寄せられました。そこでは「同
構想の実現は120年にわたり国際性豊かな大
都市や自然豊かな地域など多彩な魅力を生か
しながら現在の県域において発展してきた神
奈川県の一体性を失わせることになる」と結
論しています。

　横浜市の「横浜特別自治市大綱」の改訂
を受け、県では地方自治制度の在り方を検
討する「特別自治市構想等大都市制度に関
する研究会」が設置され、報告書が提出さ
れました。特別自治市構想は県民・市民の
生活に大きな影響が生じることから、県民・
市民が特別自治市構想のメリット・デメリッ
トをしっかりと理解し、より良い地方自治
制度の検討が出来る様、報告書が提出され
ました。県民・市民の皆さんも是非関心を持っ
て貰い、より良い選択を行って頂きたいと
思います。

政治の力で「戦い」の年を　　 　
　 　 　「夢と希望のある年」に
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　4月6日（水）から15日（金）は「春の全国交通安全運動」です。また、4月10日（日）は「交

通事故死ゼロを目指す日」です。2021年県内の事故死者数は全国ワーストとなりました。亡

くなった方で最も多かったのが「歩行者」で、年齢別では高齢者が半数近くに上りました。

ケアラー（家族等無償の介護者）の支援を重視

県、相談窓口・相談員・居場所の設置等に着手

　〝1億総介護時代〟を迎える中、高齢者や障がい者の介護、アルコールや薬物依存症等家族の介護や

世話、引きこもりや不登校の家族の世話などを担っている人（ケアラー＝介護・看護・療育・世話・

心や身体に不調のある家族への気遣いなどのため、定期的かつ必要なケアを無償で提供している家族・

近親者・友人・知人など）が増え、多重や遠距離・働き盛り介護、将来の持続可能社会の存続にも関

わりかねないヤングケアラー（18歳以下のケアラー、家事や家族の世話などで学校に行けない・希望

する進路に進めないなどに直面）の問題など多くの課題があることが判明しました。一方でケアラー

への認識や支援もまだまだの状態で、神奈川県でも2022年度からケアラー支援への本格的な取り組み

に乗り出しました。　2010年に発足し同支援活動の牽引役を任っている一般

社団法人・日本ケアラー連盟の調査（2010年）によると

「ケアラーの7割以上が家族・親族」「男性が3割を占め

増加中」「ケアラーの5人に1人は多重介護」「12人に1

人は20年以上介護」「7人に1人はかなりの負担になっ

ている」、国の実態調査では「中高校生の約20人に1人

はヤングケアラー」としています。県が昨年2月実施し

たケアラー実態調査（県内の包括支援センターを訪れた

ケアラー584件が対象）では「ケアラーやヤングケアラー

という言葉を知らなかったは、いずれも50%前後」に上

り、認知度もまだまだの状態。　ケアラー支援は海外では英国がいち早く2014年に「ケ

アに関する法」を成立させていますが、日本では国が

2021年度にヤングケアラーに係る調査研究を行い、

2022年度には事業の予算化が行われました。県では昨年

3月改定した「かながわ高齢者保健福祉計画」で家族介

護者支援をケアラー支援に転換し、支援に関するホーム

ページも開設しました。また新年度一般会計予算ではケ

アラーへの事業としてSNSによる相談窓口や専門相談員、

カフェ（ケアラー同士で気軽に集まれる場所）の設置支

援、ヤングケアラーへの学習支援を行う項目を盛り込み

ました。県内の自治体では2016年に藤沢市、次いで海老

名市がヤングケアラーの調査を行っておりますが、今年

度には横浜市が調査を行うことにしています。

　高齢者の増加や家族構成の変化、また働きながら介護をする方が増
加するなど社会環境も大きく変化してき
ています。「介護は家族がするもの」という
言葉のもと介護者（ケアラー）が大変だと
声を上げる事が出来ず、孤独・孤立に陥る
ケースも多いです。要介護者の介護の質
を確保する事と同時に、ケアラーの質や生
活の向上にも目を向けるべきであり、介護
をする人、される人の両者が共に尊重され、
無理なく介護を続ける事が必要です。また、
ヤングケアラーに関しても、子どもが家事
や家族の世話をするのがあたりまえ、また、
お手伝いをするえらい子、と見てしまいが
ちですが、本来大人が担うべき家事や家
族の世話など重い責任や役割を子供に担
わせてしまっています。子どもたちには手
助けされる権利があり、子どもがSOSを上
げ相談しやすい体制、子どもを理解する大
人がそばにいる事や安心出来る居場所を
作る事が大人の役割だと考えます。

２０２２年4月号「vol.１42」
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　平成28年に発生した津久井やまゆり園事件でお亡くなりになった方々を追悼するため、

7月26日（火）に午後1時半から午後5時まで津久井やまゆり園鎮魂のモニュメントでの献

花をして頂く事が出来ます。

原油高・物価高騰に対処し生活・事業者を支援

254億円余に上る県の6月補正予算案を審議

　総額254億200万円（一般会計251億6700万円、特別会計2億3500万円）に上る県の6月補正予算案が

6月14日開会の県議会第2回定例会本会議に提案され、審議が行われています。国の「コロナ禍におけ

る『原油価格・物価高騰等総合緊急対策』」に対応し、県民の生活や事業者の活動を支援するための施

策が中心となっているものです。財源は国からの交付金が大部分で、県からの拠出金7億余円は安心こ

ども基金、貯金である財政調整基金などからのものです。特別会計は県営住宅に関係したものです。

同案についての採決は7月21日開会の本会議で行われます。

　私が同案の中で注目したのは以下の項目です。

◇ 生活福祉資金貸付事業費補助（93億5884万円）＝事業の窓口の県社会福祉協議会に貸付原資等を補

助する。一時的に生活費が必要な世帯に1回限り10万円（学校休業等の場合20万円以内）、生活の立

て直しが必要な場合20万円以内（単身15万円以内）を貸付期間3カ月以内で。さらに生活困窮者自

立支援金の給付制度がある。申込期間の締め切りが従来、6月末だったものを8月末に拡充。

◇ 県内消費喚起対策事業費（55億円）＝消費者の負担軽減による消費者の購買意欲の喚起と県内事業

者の支援のため県が行っている「かながわPay」（キャッシュレス決済時のポイント還元）の規模を

拡大して6月以降も実施。
◇ 新規事業・農林畜産漁業者への支援（18億7294億円）

＝緊急対策として農業者の肥料購入、農業・園芸農家

の省エネ機器・資材導入、キノコ生産者の燃料費、畜

産農家の飼料や光熱費、と畜場の燃料費、漁業者への

燃料費や省エネエンジンの導入―などへの補助を行う。

県内の農畜産農家約21000戸、漁業者約1000戸。

◇ 燃料価格高騰による運輸・交通事業者への支援（28

億1757万円）＝営業用貨物輸送車1台につき2万3000

円、軽自動車同8000円。バス1台につき3万5000円、

タクシー同1万2000円。◇ 新規事業・原油価格や物価高騰の影響を大きく受けて

いる生活衛生営業関係者等（公衆浴場、クリーニング

業、理容・美容業者）への補助（7億3982万円）＝省

エネ機器等を導入する際に補助する。県内のこれらの

事業者は約1万9300。◇ 新型コロナウイルス感染症対策（29億3415万円）＝

鎌倉の県の臨時医療施設の土地が使用期限を迎えたた

め建物の解体等を行い、新たにコロナ病床を確保する

医療機関への補助、高齢者施設などの従業員への抗原

検査キットの配布を実施する。

２０２２年7月号「vol.１45」

　今回の補正予算の多くが「新型コロナウイル
ス感染症対応地方創生臨時交付金」200
億円などを活用し、原油価格や物価高騰
により影響を受けている県民や事業者に
対して支援するものです。今後も影響が
続く事が予想される事から引き続き支援
が必要であり、県では約70億円の予備費
がありますので、引き続き県民や事業者
の声を聞きながら支援していく必要があ
ります。また、事業者が継続的に事業を営
めるよう中長期的な視点に立った事業
継続支援を行っていく必要があります。
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　神奈川県警察では、落とし物、忘れ物について、インター

ネットの簡単な操作で検索することができます。また、インター

ネットから、いつでも県内の警察署長宛に届出ができます。

過去最大規模、一般会計重点はコロナ対策
県の来年度当初予算案総額4兆6185億円

　総額4兆6185億円余に上る神奈川県の2022年度当初予算案が、2月10日開会の県議会2022年第1回定例

会本会議に提案され、議会で審議のうえ、3月25日開会の本会議で採決される見込みです。一般2兆3448

億円、特別（国民健康保険など）2兆1162億円、企業（水道事業など）1574億円の3会計合わせた額は4

兆6185億8500万円で、前年度当初予算より8.8%増え、5年連続で過去最大を更新したことになります。

これは海外経済の回復に伴って企業収益が好調に転じたこと、個人消費の落ち込みが予想を下回ったこと

などで個人県民税、法人2税が大幅に増収となったことが背景にあります。こうしたことから、県の借金

面も大幅に改善。新規国債発行額は前年度の最終予算で2878億円だったものが新年度の一般会計当初予

算案では1719億円に減、臨時財政対策債（国の交付金制度がらみで発行が認められた債権）は同2177億

円だったものが同840億円となっています。それでも県債額は年度末現在で3兆2204億円あるのが現状です。

　県では一般会計当初予算案を編成する際、「コロナウイルス感染症から命と暮らしを守り新しい日常に

向かう」を念頭に置いたとしており、同感染症対策として当初予算では3182億円、これに前年度の2月補

正予算の730億円を合わせた3912億円を計上しています。これには福祉サービス提供体制の維持、県内経

済回復に向けた支援なども含まれています。同感染症の

拡大防止と医療体制維持のため当初予算に3246億円が計

上されており、2800床分の病床確保、宿泊療養施設約

3800室の借り上げ費用などを見込んでいます。

　このほかに同予算案の中で着目した項をあげてみますと。

【 コロナ禍における困窮者対策 】　新規事業＝◇母子等の

自立支援施設の整備（未利用県有施設を活用して生活の

基盤となる住戸を整備する）。具体策はこれからなので現

時点では予算額の計上なし。◇ケアラー（家族などを介

護する人）・ヤングケアラーへの支援＝SNSや電話での

相談窓口を設け、支援相談員2人程度を置く。ヤングケ

アラーの学習支援などを行う。5229万円。
【 安全で安心してくらせる神奈川 】　当初予算1291億円。

地震災害対策、風水害対策の推進、犯罪や事故などのな

いまちづくりに取り組む。急傾斜地崩壊対策を令和4年

度から10年度にかけて重点的に実施。53億円。

【 デジタルを活用した取組の推進 】　新規事業＝◇行政手

続きのオンライン化とキャッシュレス化の推進（既に280

手続きでオンライン化されているがこれを400程度に拡充

する）など。4051万円。◇同感染症対策ロボット開発支

援事業（ロボットプロジェクトの公募など。募集開始は

4月）。3014万円。

　令和3年度の税収は、海外経済の回復や株取引の好調、国内消費活
動の落ち込みが想定より小さかった事な
どにより、大幅な増収が見込まれます。また、

令和4年度も企業収益の増益基調や消費
活動の持ち直しなどが続く見通しとなっ
ています。しかし、1月の世界銀行の発表
では、2022年の世界経済は減速する懸念
がある事が予想されています。本県も世
界経済の減速による影響や石油・天然ガ
スなどの高騰、サプライチェーンへの影響
や株価により、令和4年度の税収も大きく
変わる可能性があります。新型コロナウイ
ルス感染症の収束が見通せない中、今後
も感染症対策や県民生活に直結した事業
にしっかりと対応していくためには、財政
基盤の強化が不可欠であり、時期に応じ
た政策の展開を行う必要があります。
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　2月10日（木）より3月25日（金）まで令和4年第一回定例会が開催されます。3月14日

（月）から17日（木）まで予算委員会も開催されます。令和4年度予算は、事業の優先順位

を見極めた上で、スクラップ・アンド・ビルドを徹底した方針であることから、県民の安全・安

心が守られる施策がしっかり行われる予算であるか議論して参ります。

構想の実現は神奈川県の一体性を失わせる
特別自治市構想等大都市制度研究会が報告

　日本の地方自治制度は基礎的な地方公共団体である市町村と、これを包括し、広域にわたるもの、市町

村間の連絡調整に関するものなどを担う都道府県の二層制を採用していますが、横浜などの大都市では「二

重行政の問題」などへの対処法として特別自治市構想を掲げ、実現に向けての取り組みを推進しています。

そこで神奈川県では「特別自治市構想は県内の市町村、何よりも県民・市民生活に大きな影響が生じる恐

れがあることから、現行の他の大都市制度も踏まえ、その課題について主に県内の事例を参考に検討を進

める」ことにし、昨年6月8日に「特別自治市構想等大都市制度に関する研究会」を設置しましたが、昨

年11月26日に同研究会から県に報告書が寄せられました。そこでは「同構想の実現は120年にわたり国際

性豊かな大都市や自然豊かな地域など多彩な魅力を生かしながら現在の県域において発展してきた神奈川

県の一体性を失わせることになる」と結論しています。

　特別自治市は県内では横浜、川崎、相模原の3つの特別市が制度の創設を提唱しています。近年、「大

阪都構想」の議論などから構想実現への動きが高まりを見せ、横浜市では昨年3月、「横浜特別自治市大綱」

を改訂しました。同研究会の設置はこれに連動したもので、県がこれに関連した研究会を設けるのは今回

が初めてのことです。メンバーは専門家の大学・大学院の准教授・教授6人。座長は碓井光明・東大名誉

教授。意見交換、他の専門家からの意見聴取などを重ね報告書にまとめました。

　報告書は「神奈川県と市町村との関係」に始まり、「特別自治市構想に関する論点」として「二重行政」

「税制上の不十分な措置」を、「特別自治市構想の内容に

係る論点」として「県の総合調整機能への影響」「県機関

及び県有施設」「県の行政サービスへの影響」「広域連携」「住

民代表機能」「住民投票等の移行手続き」を取り上げて専

門的に検討しています。　これらを踏まえ報告書では「構想とこの制度化は本当

に県民・市民のためになるのか」との疑問を呈し、「災害

対応や新興感染症等の対策における広域自治体のバックアッ

プといった県の総合調整機能が失われ、これまで通りの

住民サービスも受けられなくなる。また学者の論文によ

れば特別自治市に移行した場合、市によっては大幅な歳

出超過になると試算されている」としています。県はこ

れまで横浜市にパスポートの発給事務に係る権限移譲な

ど行ってきましが、「道府県と指定都市間で二重行政の有

無に関して認識に齟齬（そご）がある」とし、「まずは既

存制度の十分な活用検討を行いその行き詰まりのなかで、

制度の抜本的な見直しを求めていくべきではないか」と

しています。報告書の詳細は県のホームページに掲載さ

れており、2月に黒岩知事から所見が述べられる予定です。

　横浜市の「横浜特別自治市大綱」の改訂を
受け、県では地方自治制度の在り方を検
討する「特別自治市構想等大都市制度
に関する研究会」が設置され、報告書が
提出されました。特別自治市構想は県民・
市民の生活に大きな影響が生じることか
ら、県民・市民が特別自治市構想のメリッ
ト・デメリットをしっかりと理解し、より良い
地方自治制度の検討が出来る様、報告
書が提出されました。県民・市民の皆さ
んも是非関心を持って貰い、より良い選
択を行って頂きたいと思います。

２０２２年２月号「vol.１40」
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　5月30日（月）、堀割川八幡橋下流右岸（「ニトリ」前）に浮桟橋を備えた新たな親水施設「堀

割川いそご桟橋」の利用が開始されました。水上レクリエーションの活性化や緊急時の物資

輸送への活用が期待されます。

常任委員会、初めて総務政策に所属

特別委員会は共生社会推進と予算に

　2022年度の県議会での私の所属委員会が5月24日、常任委員会が総務政策に、特別委員会が共生社会

推進と予算の両特別委に決まりました。また自民党の県議団としては政務調査会の会長に就くことにな

りました。総務政策委は県行政の総合的企画、広聴・広報、市町村や公共団体との一体的な行政、基地、

統計、組織や職員、予算、県有財産、情報化などに係る多岐にわたる分野を対象としていることが特色

です。時には知事の実績評価や県の未来の政策にも関わりを持ってくる部門です。県の組織では総務局、

政策局、会計局、各局委員会が関係する部局となります。共生社会特別委員会の本年度の審議は障がい

者が当事者目線で地域で暮らしていけるための県条例の制定に向けての作業が中心なります。

　総務政策常任委員会に係る県の今年度の一般会計当初予算の事業で私が着目している事業は以下の項

目です。
◇ 行政手続きのオンライン化の推進（予算額2042万円）＝電子申請システムとWEB会議システムを連

携させることで、現在、対面となっている手続きを自宅のスマホ、パソコンからでもできるようにする。

◇ 情報セキュリティ対策事業（同10億3330万円）＝この

うちクラウドに関するものが中心。神奈川情報セキュ

リティクラウドを次期のものに更新し、より強固なセ

キュリティを築く。県下市町村などのインターネット

接続口を1か所に集約し、県が自治体情報セキュリティ

クラウドを運営することで安全性を高める。

◇ 県有施設長寿長命化対策（同11億円）＝外壁のタイル

や屋上のシールの取り換えなど建物や設備を長持ちさ

せる必要のある施設は64か所に上るが、このうち本年

度に一部で工事を実施する。
◇ SDGs（国連で採択された持続可能な開発目標）つな

がりポイント事業（同1億0342万円）＝現在、一部の

市町村が県と提携したSDGs事業を推進しているがこ

れを全県的に広げる。ほかに中小企業に資金提供して

いる金融機関への支援、高校生の活動、NPO法人な

どを通じたSDGs導入促進の事業などがある。

◇ 宮ケ瀬湖周辺地域活性化推進事業（同900万円）＝関

係者と連携し同地域に最適な交通体系の導入に向けIA

オンデマンドバスが適当かの実証実験を始める。

◇ クルージング魅力向上事業（同1000万円）＝神奈川の

海に多くの人を呼ぶためのホームページを作ったり、

大磯港のビジネスバースを整備したりする。

２０２２年6月号「vol.１44」

　県議会にとって本会議での質疑や審議、採決の前に、細かな点まで
質疑、提言する委員会審議は極めて重要
な作業です。特に総務政策常任委員会は、

県政運営の総合的・基本的指針を示す
総合計画「かながわグランドデザイン」

を総合的に評価する事から知事の4年
の任期最終年度である今年度は総務政
策常任委員会でしっかりと審議していく

必要があります。　また、県の県議団の政務調査会のメン
バーを務めるのは今回で5度目ですが会
長は初めてです。同会は自民党の代表
質問を取りまとめたり、党の方針を県の
予算案に反映させる役割を担っており、

コロナ感染症や原油高・原材料高による
県内経済や県民生活の影響をしっかりと

把握し、県の事業に反映させるよう取り

組んで参ります。

絹
世 の

あらい絹世の
県議会議員

っ子レポート
磯磯磯磯磯磯磯磯磯磯磯 子

◎編集：新井絹世　横浜市磯子区丸山2-10-6　◎電話：045-751-5250 ◎FAX：045-751-7600

夢と
希望のある神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を神奈川を

https://araikinuyo.jp/

　ねんりんピック（全国健康福祉祭。主に60歳以上の高齢者を中心にスポーツや文化種目の交

流大会）が半年後の11月12日から15日に神奈川県で開催されます。横浜市では開会式やテニス・

サッカー、スポーツ文化チャレンジ大会ではシャッフルボード・民謡・パッチワークが開催されます。

コロナに対応した中小企業の支援に力点

県の「エネ・産業・労働」新年度当初予算

　一般、特別、企業の3会計を合わせた総額4兆6185億円余に上る神奈川県の2022年度当初予算案が原案

通り3月25日開会の県議会本議会で可決されました。このうち私が所属する産業労働常任委員会で審議、

採択したエネルギー・環境、産業・労働分野（県では産業労働局が所管）の当初予算は一般、特別会計合

わせ461億9110万円余で前年度当初予算の4.3%増となっています。県内には20万近い中小企業が存在し、

コロナウイルス感染症まん延による影響も少なくありません。県の産業・労働分野の対策では経営の安定化、

事業の継承・強化を支援する事業に重点が置かれ、感染症対策事業費として256億6466万円が組まれました。

新たな事業アップへの補助、資金繰り支援、県内の消費需要喚起、成長支援、雇用対策などです。また将

来の電気自動車時代を見据え、電気自動車等の導入促進、電力の需給バランスを保つ電力調整力を確保す

るためのVPP（バーチャル・パワー・プラント）形成促進事業費への補助を新たに始めることにしています。

　好評の中小企業のビジネスモデルの転換事業に対する補助（補助率 4分の 3、補助上限3000万円）

を継続するほか、今年度から神奈川産業振興センター

によるフォローアップ事業を実施し、この支援を行い

ます。2020年度にビジネスモデルの転換補助を受けた

がうまくいってない事業所に中小企業診断士などを派

遣して指導に当たるもの。資金繰りの支援では今年度

の融資枠として2600億円を見込んでいます（2021年度

の融資対象は9500件）。融資のための保証料への支援

では保証率を0.68%から0.34%へ、融資期間を 7年か

ら10年になるよう改善します。昨年11月から「原油上

昇に関する特別相談窓口」を県内の商工会議所や商工

会等に開設しましたが、2月25日からこれにウクライ

ナ情勢も加えています。また消費重要喚起事業として

新規に商店街等再活性化支援事業費への補助費として

4837万円を計上していますが、これは再活性化や魅力

ある商品等を再発見し発信する事業に補助するものです。

県内には約900カ所の商店街があります。　電気自動車、ハイブリッド自動車等への補助では同自

動車や建物と自動車を仲介する設備を導入する人に行う（い

ずれも補助率3分の1、上限車20万円、充電設備100万円）

場合などがあります。VPPの形成は太陽光や風力の発電

の導入をさらに進めるうえで期待されているものでVPP

の運営事業者がオフイス、工場、住宅との電力の取引を

調整することで需給を効率的、安定化するもの。エネルギー

マネジメント機器を導入するにあたり設計・設備・工事

費の3分の1を補助（上限100万円）するものです。

　ロシア・ウクライナ情勢により、原油・原材料高騰等の影響を受けた中小
企業者の方の資金繰りを支援する「原油・

原材料高騰等対策特別融資」が新設され、

3月8日より申し込みが開始され、4月21日
時点で9件の申し込みがありました。また、

県庁金融課及び公益財団法人神奈川産
業振興センターに、「ウクライナ情勢・原油
価格上昇等に関する特別相談窓口」が設
置され、資金繰り等の相談を受け付け、16件

（4月21日時点）の相談がありました。この
他にも日野自動車の一部生産停止により
影響を受ける中小企業・小規模事業者に対
する支援として、「日野自動車サプライチェー
ン関連中小企業支援対策特別相談窓口」

を設置し、資金繰り等の相談を受け付けて
いますが、社会情勢の変化により影響を受
ける中小企業・小規模事業者に対し、引き
続き時期を逃すことなく相談体制や支援
体制を整備していく必要があります。

２０２２年5月号「vol.１43」
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コロナに対応した中小企業の支援に力点 ＝ 県の「エネ・産業・労働」新年度当初予算
　一般、特別、企業の3会計を合わせた総額4兆6185億円余に上る神奈川県の2022年度当初予算案が原案通り3月25日
開会の県議会本議会で可決されました。このうち私が所属する産業労働常任委員会で審議、採択したエネルギー・環境、
産業・労働分野（県では産業労働局が所管）の当初予算は一般、特別会計合わせ461億9110万円余で前年度当初予算の4.3%
増となっています。県内には20万近い中小企業が存在し、コロナウイルス感染症まん延による影響も少なくありません。
県の産業・労働分野の対策では経営の安定化、事業の継承・強化を支援する事業に重点が置かれ、感染症対策事業費と
して256億6466万円が組まれました。新たな事業アップへの補助、資金繰り支援、県内の消費需要喚起、成長支援、雇用
対策などです。また将来の電気自動車時代を見据え、電気自動車等の導入促進、電力の需給バランスを保つ電力調整力
を確保するためのVPP（バーチャル・パワー・プラント）形成促進事業費への補助を新たに始めることにしています。

　ロシア・ウクライナ情勢により、原油・原材料高騰等の影響を受けた中小企業者の方の資金繰りを支援する「原油・
原材料高騰等対策特別融資」が新設され、 3 月 8 日より申し込みが開始され、 4 月21日時点で 9 件の申し込みがあ
りました。また、県庁金融課及び公益財団法人神奈川産業振興センターに、「ウクライナ情勢・原油価格上昇等に
関する特別相談窓口」が設置され、資金繰り等の相談を受け付け、16件（ 4 月21日時点）の相談がありました。こ
の他にも日野自動車の一部生産停止により影響を受ける中小企業・小規模事業者に対する支援として、「日野自動
車サプライチェーン関連中小企業支援対策特別相談窓口」を設置し、資金繰り等の相談を受け付けていますが、社
会情勢の変化により影響を受ける中小企業・小規模事業者に対し、引き続き時期を逃すことなく相談体制や支援体
制を整備していく必要があります。

２０２２年 4 月号（Vol.１４２）
ケアラー（家族等無償の介護者）の支援を重視 ＝ 県、相談窓口・相談員・居場所の設置等に着手
　〝1億総介護時代〟を迎える中、高齢者や障がい者の介護、アルコールや薬物依存症等家族の介護や世話、引きこもり
や不登校の家族の世話などを担っている人（ケアラー＝介護・看護・療育・世話・心や身体に不調のある家族への気遣い
などのため、定期的かつ必要なケアを無償で提供している家族・近親者・友人・知人など）が増え、多重や遠距離・働き
盛り介護、将来の持続可能社会の存続にも関わりかねないヤングケアラー（18歳以下のケアラー、家事や家族の世話など
で学校に行けない・希望する進路に進めないなどに直面）の問題など多くの課題があることが判明しました。一方でケアラー
への認識や支援もまだまだの状態で、神奈川県でも2022年度からケアラー支援への本格的な取り組みに乗り出しました。

　高齢者の増加や家族構成の変化、また働きながら介護をする方が増加するなど社会環境も大きく変化してきてい
ます。「介護は家族がするもの」という言葉のもと介護者（ケアラー）が大変だと声を上げる事が出来ず、孤独・
孤立に陥るケースも多いです。要介護者の介護の質を確保する事と同時に、ケアラーの質や生活の向上にも目を向
けるべきであり、介護をする人、される人の両者が共に尊重され、無理なく介護を続ける事が必要です。また、ヤ
ングケアラーに関しても、子どもが家事や家族の世話をするのがあたりまえ、また、お手伝いをするえらい子、と
見てしまいがちですが、本来大人が担うべき家事や家族の世話など重い責任や役割を子供に担わせてしまっています。
子どもたちには手助けされる権利があり、子どもが SOS を上げ相談しやすい体制、子どもを理解する大人がそば
にいる事や安心出来る居場所を作る事が大人の役割だと考えます。

２０２２年 3 月号（Vol.１４１）
過去最大規模、一般会計重点はコロナ対策 ＝ 県の来年度当初予算案総額 4 兆6185億円
　総額4兆6185億円余に上る神奈川県の2022年度当初予算案が、2月10日開会の県議会2022年第1回定例会本会議に提
案され、議会で審議のうえ、3月25日開会の本会議で採決される見込みです。一般2兆3448億円、特別（国民健康保険
など）2兆1162億円、企業（水道事業など）1574億円の3会計合わせた額は4兆6185億8500万円で、前年度当初予算よ
り8.8%増え、5年連続で過去最大を更新したことになります。これは海外経済の回復に伴って企業収益が好調に転じた
こと、個人消費の落ち込みが予想を下回ったことなどで個人県民税、法人2税が大幅に増収となったことが背景にあり
ます。こうしたことから、県の借金面も大幅に改善。新規国債発行額は前年度の最終予算で2878億円だったものが新年
度の一般会計当初予算案では1719億円に減、臨時財政対策債（国の交付金制度がらみで発行が認められた債権）は同
2177億円だったものが同840億円となっています。それでも県債額は年度末現在で3兆2204億円あるのが現状です。

　令和 3 年度の税収は、海外経済の回復や株取引の好調、国内消費活動の落ち込みが想定より小さかった事などにより、
大幅な増収が見込まれます。また、令和4 年度も企業収益の増益基調や消費活動の持ち直しなどが続く見通しとなってい
ます。しかし、1月の世界銀行の発表では、2022年の世界経済は減速する懸念がある事が予想されています。本県も世界
経済の減速による影響や石油・天然ガスなどの高騰、サプライチェーンへの影響や株価により、令和 4 年度の税収も大き
く変わる可能性があります。新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない中、今後も感染症対策や県民生活に直結した
事業にしっかりと対応していくためには、財政基盤の強化が不可欠であり、時期に応じた政策の展開を行う必要があります。



２０２２年 6 月号（Vol.１４４）
常任委員会、初めて総務政策に所属 ＝ 特別委員会は共生社会推進と予算に
　2022年度の県議会での私の所属委員会が5月24日、常任委員会が総務政策に、特別委員会が共生社会推進と予算の両
特別委に決まりました。また自民党の県議団としては政務調査会の会長に就くことになりました。総務政策委は県行政
の総合的企画、広聴・広報、市町村や公共団体との一体的な行政、基地、統計、組織や職員、予算、県有財産、情報化
などに係る多岐にわたる分野を対象としていることが特色です。時には知事の実績評価や県の未来の政策にも関わりを持っ
てくる部門です。県の組織では総務局、政策局、会計局、各局委員会が関係する部局となります。共生社会特別委員会
の本年度の審議は障がい者が当事者目線で地域で暮らしていけるための県条例の制定に向けての作業が中心なります。

　県議会にとって本会議での質疑や審議、採決の前に、細かな点まで質疑、提言する委員会審議は極めて重要な作業です。
特に総務政策常任委員会は、県政運営の総合的・基本的指針を示す総合計画「かながわグランドデザイン」を総合的に
評価する事から知事の4年の任期最終年度である今年度は総務政策常任委員会でしっかりと審議していく必要があります。
　また、県の県議団の政務調査会のメンバーを務めるのは今回で 5 度目ですが会長は初めてです。同会は自民党の
代表質問を取りまとめたり、党の方針を県の予算案に反映させる役割を担っており、コロナ感染症や原油高・原材
料高による県内経済や県民生活の影響をしっかりと把握し、県の事業に反映させるよう取り組んで参ります。

２０２２年 7 月号（Vol.１４５）
原油高・物価高騰に対処し生活・事業者を支援 ＝ 254億円余に上る県の 6 月補正予算案を審議
　総額254億200万円（一般会計251億6700万円、特別会計2億3500万円）に上る県の6月補正予算案が6月14日開会の県
議会第2回定例会本会議に提案され、審議が行われています。国の「コロナ禍における『原油価格・物価高騰等総合緊
急対策』」に対応し、県民の生活や事業者の活動を支援するための施策が中心となっているものです。財源は国からの交
付金が大部分で、県からの拠出金7億余円は安心こども基金、貯金である財政調整基金などからのものです。特別会計
は県営住宅に関係したものです。同案についての採決は7月21日開会の本会議で行われます。

　今回の補正予算の多くが「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」200億円などを活用し、原油価格や物価
高騰により影響を受けている県民や事業者に対して支援するものです。今後も影響が続く事が予想される事から引き続き
支援が必要であり、県では約70億円の予備費がありますので、引き続き県民や事業者の声を聞きながら支援していく必要
があります。また、事業者が継続的に事業を営めるよう中長期的な視点に立った事業継続支援を行っていく必要があります。

２０２２年 8 月号（Vol.１４６）
かながわグランドデザイン2021年度施策分への評価報告書公表。全庁コロナシフト下が特色
　2012年県は、2025年を目標年次とする総合計画の基本構想「かながわグランドデザイン基本構想」とこの第1期実施
計画（2013年度から3年度分）を策定しました。実施計画は第2期分（2016年度から）、第3期分（2019年度から）が策
定され、各期分終了後に「点検報告書」が作成され、総合計画審議会の評価や県議会への報告を経て公表されてきました。
県ではこれと別に各年度ごとの施策への評価をまとめた「評価報告書」を作成して公表してきました。2021年度施策へ
の評価報告書は同審議会（座長・清家篤日赤社長、学識者、県会議員、公募の県民など約30人で構成）の評価を付し、
7月に県議会に報告、同21日から県のホームページなどで公表されました。施策への評価はKPI（重要業績評価指標）
によって行われていますが、2021年度の県の施策は新型コロナウイルス感染症拡大に対処して〝全庁的にコロナシフト〟
体制がとられるなかで行われたことがKPIに反映していることが特色となっています。

　かながわグランドデザインは県の基本方針であり、それを着実に実行していくものが実施計画です。2021年度の実施計
画の評価によると、コロナ禍によりに事業を中止・休止・延期した事で151中102件と進捗率が大幅に低下しています。しか
し長引くコロナ禍の中で、デジタルの活用や非接触など新しく取り組みや手段が進んだこともあり、「新しい生活様式」を
取り入れながら、実施計画に創意工夫を凝らしてWithコロナに向けた社会情勢の変化に適切に対応していく必要があります。

２０２２年 9 月号（Vol.１４７）
11月12～15日、26市町で最多の32種目 ＝ 初めての「ねんりんピック神奈川大会」開催
　主に60歳以上の高齢者を中心とした国民の健康保持・増進や社会参加の促進などを目的にし、スポーツ・文化種目交流大会
など多彩なイベントが繰り広げられる「全国健康福祉祭（愛称・ねんりんピック）」の第34回神奈川・横浜・川崎・相模原大
会が11月12日（土）から15日（火）まで神奈川県内の26市町の会場で開催されます。大会が神奈川県で開かれるのは初めてで、
これまで最多の32種目が行われます。主催は厚生労働省、神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市、一般財団法人・長寿社会
開発センターで、共催がスポーツ庁です。県では参加者は選手・役員約1万人はじめ観客を含め延べ約60万人と見込んでいます。

　昨年10月29日（金）～11月22日（月）に行った県民ニーズ調査で、「ねんりんピックが2022年に神奈川県内で初
めて開催されることを知っているか」を尋ねたところ「知っている」が4.4%、「知らなかった」が94.8% でした。
期間中は、スポーツ交流大会はもとより、神奈川県の食や特産品などを集めた 「ふれあい広場」や、県内の地域文
化や伝統芸能の伝承活動を紹介する「地域文化伝承館」などが設けられる事から神奈川県の魅力を広める絶好の場
となります。ねんりんピックを契機に来県者が多く訪れるよう大会の周知が引き続き重要です。また、コロナ禍の
中での初めての開催ですので、十分な感染防止対策を講じて、安全な大会運営を行っていく必要もあります。
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２０２3年1月号「vol.１51」

２０２２年12月号（Vol.１５０）
冬の新型コロナ対策
ホームページで対応を分かりやすく解説
　冬の到来を前にこのところ感染者数が増加傾向を示し、新型ウ
イルスによる感染症拡大の第8波が生じることが懸念され、同時
にインフルエンザの流行と重なることも心配されています。この
対策として、感染しないための予防接種と感染が疑われる場合ど
のように対応したらいいのかを知ることが何より大切です。県のホー
ムページでは、コロナ感染症関連の項目を閲覧できるようにし、
ワクチンの予防接種、感染への備え、発熱などで「コロナかな」
と思った時の行動の仕方などから、県内の日々の感染者数などま
で100を超える項目について掲載しています。

　新型コロナとインフルエンザの同時流行が懸念される事から、抗原検査キットや市販の解熱剤や食品・日常品の
備蓄など、県民一人ひとりにも「第 8波」に備えた準備が必要です。また、流行が重なっている時期には、病院内
での接触やひっ迫を防ぐために感染時のオンライン診療は効果的と考えます。その一方でオンライン診療は、診断
が難しい、オンライン受診に不慣れな方がいるなど課題も多く、症状が悪化した際に医療に繋がるか不安を感じる
方も多いと考えます。高齢者の方やリスクがある人に手厚く対応し、診察を進める医療体制づくりも必要です。

２０２２年11月号（Vol.１４９）
物価高騰、生活困窮者、コロナ感染症対策など ＝ 県の 9 月補正予算案 2 件（約410億円）一括可決
　開会中の県議会第3回定例会に9月、県の黒岩祐治知事から2つの補正予算案が提案され、10月14日の本会議で2件と
も原案通り可決されました。9月7日に提案された『その1』は物価高騰や生活困窮者対策が中心の一般会計と企業会計
（水道施設の光熱費増への対応）の計73億9700万円、9月26日に提案された『その2』は一般会計336億6200万円（物価
高騰等、コロナ対策）で、9月補正予算案は2件計約410億円です。いずれも国の施策に則ったもので、財源はほとんど
が国からの交付金などによるものです。

　今回の補正予算 2 では、医療機関や福祉施設の光熱費等の高騰
に対する支援を行っていますが、今後も光熱費や患者入院食の食
材料費の値上げが続く事が予想されます。今回の補正予算の様な
緊急的な支援だけではなく、診療報酬など公定価格の改定などを
行い長期的な支援を行っていく様国に要望しています。臨時交付
金については、6 月補正予算の残額や令和 3 年度からの繰越分など
もあり、今回の補正予算での活用額を差し引くと、約40億円の残
高があります。円安傾向やエネルギー価格の高止まりは今後も続
く可能性があるため、引き続き支援策を講じていく必要があります。

２０２２年10月号（Vol.１４８）
対コロナ、ヘルスケア、地域防災、県立高改革など県議会代表質問で17項目にわたり質問・要望行う
　県議会第3回定例会が開会し、9月12日の本会議でコロナ感染症禍や物価高騰等への対策、ヘルスケア・ニューフロン
ティア政策、県立高校の改革など17項目にわたり質問を行い、知事等からの答弁の後、質問項目への要望を行いました。

　県民や市町村のニーズが高い防犯カメラ設置については、令和 5 年度から「市町村地域防災力強化事業費補助金」
のメニューに位置づけられる事から令和 4 年度と同額が計上されるのか、防犯カメラ設置に関する補助金が減って
しまうのではないかと市町村が危惧しています。これまでと同等以上の支援を行う事、また防犯カメラの維持更新
など望む声も多い事から、市町村のニーズにあった制度設計を行う事を合わせて要望致しました。
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 10月は「県民スポーツ月間」です。磯子区でも10月15日（土）に磯子スポーツセンターで

パラスポーツ体験会や筋肉量の測定などが体験できる「スポーツレクリエーションフェスティ

バル2022」が開催されます。

対コロナ、ヘルスケア、地域防災、県立高改革など

県議会代表質問で17項目にわたり質問・要望行う

　県議会第3回定例会が開会し、9月12日の本会議でコロナ感染症禍や物価高騰等への対策、ヘルスケア・

ニューフロンティア政策、県立高校の改革など17項目にわたり質問を行い、知事等からの答弁の後、質

問項目への要望を行いました。このうち3項目での要約を掲載するとー。

県民ホールの在り方の検討 ──────────────────────────────────

　文化芸術振興の中核施設の県民ホールは今年で開館47年目を迎え老朽化し、設備の面でも大ホール専用

のエレベーターやエスカレーターが設置されていない。施設の今後の在り方について検討を始める時期では。

【知事答弁】文化芸術に係る専門家に施設の機能などについてヒアリング。県費負担抑制、民間の資金、

ノウハウの活用の意見を事業者から聴取するなど幅広く検討していく。

【再質問】県民の意見も聞く必要がある。【知事】利用者や県民アンケート調査なども行っていく。

市町村の防災力向上に向けた支援 ───────────────────────────────

　市町村の地域防災力強化事業費補助金について市町村から充実を求める声が大きい。現在の補助制度の

継続を含め、市町村の防災対策の強化に取り組む必要があると思うが、どのように取り組むのか。

【知事答弁】昨年度までの6年間で県から64億円を補助。財政支援を継続するとともに災害時の情報伝達

など市町村との連携を一層強化していきたい。

【再質問・要望】防犯カメラ・デジタル式防災行政無線な

どの維持・更新にも補助金の活用を望む市町村が多い。

令和5年に向け市町村のニーズに合った制度設計を。

高齢者の詐欺被害抑止に向けた取組 ─────────

　本県の特殊詐欺被害発生は全国の中でも多い。若者を

含めた被害防止策にどう取り組んでいくのか。

【県警察本部長答弁】県内の特殊詐欺の被害は令和 4年

7月末現在、982件、約19億2800万円。前年同期より271件、

約6億9600万円増えている。警察では最重要課題と位置

づけ、高齢者への注意喚起とともに学生や社会人など幅

広い世代に対し積極的な広報活動に努める。

【要望】今後犯行グループによる様々な手口が予想され、

ぜひ若い人を対象とした広報啓発に若い人を含めて主体

的に参加できる機会を設けてほしい。

２０２２年10月号「vol.１48」

　県民や市町村のニーズが高い防犯カメラ設置については、令和5

年度から「市町村地域防災力強化事業

費補助金」のメニューに位置づけられる

事から令和4年度と同額が計上される

のか、防犯カメラ設置に関する補助金が

減ってしまうのではないかと市町村が危

惧しています。これまでと同等以上の支

援を行う事、また防犯カメラの維持更新

など望む声も多い事から、市町村のニー

ズにあった制度設計を行う事を合わせ

て要望致しました。
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　11月12日（土）から15日（火）「ねんりんピックかながわ2022」が開催されます。横浜市

では、テニス（13、14日・三ッ沢公園）とサッカー（13、14日・保土ケ谷公園他6か所）の2種

目が行われます。

物価高騰、生活困窮者、コロナ感染症対策など

県の9月補正予算案2件（約410億円）一括可決

　開会中の県議会第3回定例会に9月、県の黒岩祐治知事から2つの補正予算案が提案され、10月14日

の本会議で2件とも原案通り可決されました。9月7日に提案された『その1』は物価高騰や生活困窮

者対策が中心の一般会計と企業会計（水道施設の光熱費増への対応）の計73億9700万円、9月26日に

提案された『その2』は一般会計336億6200万円（物価高騰等、コロナ対策）で、9月補正予算案は

2件計約410億円です。いずれも国の施策に則ったもので、財源はほとんどが国からの交付金などによ

るものです。　『その1』では畜産農家等の飼料や光熱費等、一般公衆浴場の燃料費、自家消費型太陽光発電装置の

導入に係る補助、生活困窮者が県社会福祉協議会からの生活福祉資金貸付事業を利用することに関し、

貸付原資等の補助の追加支援を行うなどです。補正予算『その2』では医療機関等、福祉施設等（高齢者、

障害福祉、児童養護、救護施設）、私立学校の各光熱費等の高騰への支援として行い、医療機関（約

1万6000カ所の中で）に51億2361万円、福祉施設等（約2万カ所の中で）に77億8543万円、私立学校（学

校175校、幼稚園＝県の助成対象＝301園、専修学校94校が対象）用に2億8434万円の予算を計上して

います。補正予算案の中には新規事業（一部も含む）もいくつか含まれていますが、この中で着目した

ものを紹介します。
■生活に困窮する若者等への支援・500万円

　昨年、横浜市内の企業が創立50周年を迎えたのを記念し、

今春、県に500万円を寄付しました。県ではこれを元に

進学・就職に困窮している生活保護世帯の若者を支援し

ているNPO法人に委託し、若者を支援する事業を今年

度から新たに始めることにしました。県では来年度以降も、

寄付金や税による事業を継続したい意向ということです。

■信用保証費補助・53億8367万円
　物価高騰やコロナ感染症の影響を受けた県内の中小企

業等への融資への信用保証料への補助率を拡充する。現行、

信用保証料率ゼロになるよう補助している原油・原材料

高騰等対策特別融資以外のコロナ新規事業展開対策融資

や伴走支援型（コロナの影響を受けた事業者の経営改善

を金融機関が伴走支援する）特別融資にも適用、信用保

証率がゼロになるようにする。

２０２２年11月号「vol.１49」

　今回の補正予算2では、医療機関や福祉施設の光熱費等の高騰に

対する支援を行っていますが、今後も光

熱費や患者入院食の食材料費の値上げ

が続く事が予想されます。今回の補正予

算の様な緊急的な支援だけではなく、診

療報酬など公定価格の改定などを行い

長期的な支援を行っていく様国に要望し

ています。　臨時交付金については、6月補正予算

の残額や令和3年度からの繰越分など

もあり、今回の補正予算での活用額を差

し引くと、約40億円の残高があります。円

安傾向やエネルギー価格の高止まりは

今後も続く可能性があるため、引き続き

支援策を講じていく必要があります。 絹
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　12月11日（日）から20日（火）までは年末の交通事故防止運動期間です。「知らせ合う 

早めのライトと 反射材」「無事故で年末 笑顔で新年」をスローガンに交通事故が多発す

る年末に向けて、交通ルールの遵守と交通マナーの徹底をお願いします。

冬の新型コロナ対策
ホームページで対応を分かりやすく解説

　冬の到来を前にこのところ感染者数が増加傾向を示し、新型ウイルスによる感染症拡大の第8波が生

じることが懸念され、同時にインフルエンザの流行と重なることも心配されています。この対策として、

感染しないための予防接種と感染が疑われる場合どのように対応したらいいのかを知ることが何より大

切です。県のホームページでは、コロナ感染症関連の項目を閲覧できるようにし、ワクチンの予防接種、

感染への備え、発熱などで「コロナかな」と思った時の行動の仕方などから、県内の日々の感染者数な

どまで100を超える項目について掲載しています。

　「感染予防のワクチン接種」ではオミクロン株に対して高い免疫応答が確認されている2価ワクチン

の追加接種が発症や重症化を予防する効果などと共に、接種をしていない方に対して、接種の強制や差

別、学校や職場等における不利益な取扱いなど、ワクチン接種に関する差別を行うことのないように呼

び掛けています。「感染への備え」の項では抗原検査のキットや「アセトアミノフェン」などの市販の

解熱剤、療養中に備え食品・日常品を常備することなどが掲載されています。抗原検査キットは「医療

用」または「一般用抗原検査キット」を一人当たり2個以上家庭に常備し、症状を自覚した際のセルフ

テストを習慣化することを進めています。「感染時のオンライン診察」の項では予約・診察・処方など

が記され、オンライン診療をしている県内の医療機関の検索ができるようになっています。

　また、発熱などで「コロナかな」と思った時に取るべ

き行動がフローチャートで示されています。

２０２２年12月号「vol.１50」

　新型コロナとインフルエンザの同時流行が懸念される事から、抗

原検査キットや市販の解熱剤や食品・日

常品の備蓄など、県民一人ひとりにも

「第8波」に備えた準備が必要です。ま

た、流行が重なっている時期には、病院

内での接触やひっ迫を防ぐために感染

時のオンライン診療は効果的と考えま

す。その一方でオンライン診療は、診断

が難しい、オンライン受診に不慣れな方

がいるなど課題も多く、症状が悪化した

際に医療に繋がるか不安を感じる方も

多いと考えます。高齢者の方やリスクが

ある人に手厚く対応し、診察を進める医

療体制づくりも必要です。

発熱時の行動フローチャート
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　災害対策基本法の改正により、昨年から市町村が発表する避難情報が変わりました。

　警戒レベル4「避難指示」が発令されたら、危険な場所から必ず全員避難して下さい。

かながわグランドデザイン2021年度施策分へ

の評価報告書公表。全庁コロナシフト下が特色

　2012年県は、2025年を目標年次とする総合計画の基本構想「かながわグランドデザイン基本構想」

とこの第1期実施計画（2013年度から3年度分）を策定しました。実施計画は第2期分（2016年度から）、

第3期分（2019年度から）が策定され、各期分終了後に「点検報告書」が作成され、総合計画審議会の

評価や県議会への報告を経て公表されてきました。県ではこれと別に各年度ごとの施策への評価をまと

めた「評価報告書」を作成して公表してきました。2021年度施策への評価報告書は同審議会（座長・清

家篤日赤社長、学識者、県会議員、公募の県民など約30人で構成）の評価を付し、7月に県議会に報告、

同21日から県のホームページなどで公表されました。施策への評価はKPI（重要業績評価指標）によっ

て行われていますが、2021年度の県の施策は新型コロナウイルス感染症拡大に対処して〝全庁的にコロ

ナシフト〟体制がとられるなかで行われたことがKPIに反映していることが特色となっています。

　同基本構想、第3次実施計画への点検報告書は2023年 2月に同報告書案がまとめられ、同審議会での

審議、県議会定例会への報告を経て3月に公表される予定ですが、これに先立ち公表された2021年度

施策への評価報告書はA4判、150ページ。「健康長寿」「経済のエンジン」「安全・安心」「ひとのチカラ」

「まちづくり」を柱とする重点政策、かながわグランドデザインとSDGs（国連が掲げる持続可能な開

発目標）、神奈川の戦略、計画推進のための行政運営、

プロジェクトの指標・KPI、プロジェクトと主要施策と

の関係などが盛り込まれています。同審議会などからの

意見では「先端医療・技術の開発・普及推進」「防災・

減災対策を気候変動の適応と関連付けて施策化していく

こと」などの意見があり、「全体としてコロナ禍の影響

がまだ顕著にみられる。単に事業を中止・休止・延期す

るのでなく、マスクを付けるなど新しい生活様式を踏ま

えて着実に事業を実施していくことがコロナと共存する

社会に向けて必要となる」としています。
　KPIが行われている23の項目の中で私が注目したのは

「未病改善の取組を行っている人＝目標値80%、実績値

56.9%、進捗率71.1%」「同構想推進事業所登録数＝目標

値1500か所、実績値694か所、進捗率46.2%。コロナの

影響で普及イベントができず」「水素ステーションの設

置数＝同30、同16、同53.3%。コロナの影響で事業者が

新たな投資を手控え」「地球温暖化防止活動推進員＝同

270人、同202人、同74.8%」「人を呼び込む地域づくり

で県や市町村の相談を経て移住した人＝同89人、同138人、

同155%」です。
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　かながわグランドデザインは県の基本方針であり、それを着実

に実行していくものが実施計画です。

2021年度の実施計画の評価によると、

コロナ禍によりに事業を中止・休止・延

期した事で151中102件と進捗率が大

幅に低下しています。しかし長引くコロ

ナ禍の中で、デジタルの活用や非接触

など新しく取り組みや手段が進んだこ

ともあり、「新しい生活様式」を取り入

れながら、実施計画に創意工夫を凝ら

してWi t hコロナに向けた社会情勢の

変化に適切に対応していく必要があり

ます。
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　9月23日は「手話言語の国際デー」です。2017年12月19日に国連総会で決議されました。

神奈川県では、9月23日（金・祝）から29日（木）の18時から21時まで「手話が言語である」

ことへの認知を広めるため県庁舎をブルーにライトアップします。

11月12～15日、26市町で最多の32種目

初めての「ねんりんピック神奈川大会」開催

　主に60歳以上の高齢者を中心とした国民の健康保持・増進や社会参加の促進などを目的にし、スポー

ツ・文化種目交流大会など多彩なイベントが繰り広げられる「全国健康福祉祭（愛称・ねんりんピック）」

の第34回神奈川・横浜・川崎・相模原大会が11月12日（土）から15日（火）まで神奈川県内の26市町

の会場で開催されます。大会が神奈川県で開かれるのは初めてで、これまで最多の32種目が行われます。

主催は厚生労働省、神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市、一般財団法人・長寿社会開発センターで、

共催がスポーツ庁です。県では参加者は選手・役員約1万人はじめ観客を含め延べ約60万人と見込んで

います。
　ねんりんピックは昭和63（1988）年、兵庫県で開かれた第1回大会以降、毎年、各都道府県持ち回り

で開催され、第32回大会は2019年、和歌山県で開かれました。2020年の第33回岐阜大会はコロナウイル

ス感染症のまん延のため延期され、2021年に開かれる予定でしたが同じ理由で中止となりました。34回

神奈川大会は3年ぶりの開催ということになります。大会の呼び物となるスポーツ交流は卓球、テニス、

ゴルフ、マラソンなど8種目、60歳以上の各都道府県、政令指定都市の代表となった人が出場できるも

のです。ふれあいスポーツ交流は水泳、グラウンドゴルフ、

オリエンテーリング、ラグビー、サッカーなど18種目、

文化交流は囲碁、俳句など4種目。開会式は12日、新横

浜駅近くの横浜アリーナ（選手・役員の参加状況が未定

のため一般の参加可否も未定）、閉会式は15日に横須賀

市の横須賀芸術劇場で（一般の参加は申し込み予約が必要）

行われ次回開催地の愛媛県に引き継がれます。

　他にも「ふれあいニュースポーツ紹介・体験」（12～

13日、横浜・大さん橋ホール）、「健康フェア」（12～14日、

横浜産貿ホール）、「未病改善教室」（12～15日、交流大

会実施会場）、「美術展」（12～15日、横浜・県民ホールギャ

ラリー）、「地域文化伝承館」（展示12～14日、横浜産貿ホー

ル、実演13日横浜・県民ホール小ホール）、「健康福祉機

器展」（12～14日、横浜産貿ホール）、「ふれあい広場」

（12,13日、横浜・山下公園）や神奈川の特色を生かした

「オリジナルイベント」、企業・団体による「協賛イベント」

として9～11月に県内各地で16のイベント（9月、百人

一首かるた交流大会、湯本富士屋ホテルなど）が開かれ

る予定です。一般参加は原則無料で自由ですがイベント

によっては事前の申し込み、抽選による予約が必要なも

のもあります。問い合わせは県庁内の大会実行委員会事

務局☎045-285-0731へ。
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　昨年10月29日（金）～11月22日（月）に行った県民ニーズ調査で、「ね

んりんピックが2022年に神奈川県内で初

めて開催されることを知っているか」を尋

ねたところ「知っている」が4.4%、「知らな

かった」が94.8%でした。期間中は、スポー

ツ交流大会はもとより、神奈川県の食や

特産品などを集めた 「ふれあい広場」や、

県内の地域文化や伝統芸能の伝承活動

を紹介する「地域文化伝承館」などが設

けられる事から神奈川県の魅力を広める

絶好の場となります。ねんりんピックを契

機に来県者が多く訪れるよう大会の周知

が引き続き重要です。　また、コロナ禍の中での初めての開催で

すので、十分な感染防止対策を講じて、安

全な大会運営を行っていく必要もあります。


